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３．目 的 事 項

報 告 事 項 第28期（令和３年４月１日から令和４年３月31日まで）

事業報告及び計算書類報告の件

決 議 事 項

第１号議案

第２号議案

定款一部変更の件

取締役６名選任の件

第28回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第28回定時株主総会を下記により開催いたしますので、
ご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席されない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用

紙に議案に対する賛否をご表示いただき、令和４年６月27日(月曜日)午後５時までに

到着するようご返送くださいますようお願い申し上げます。
敬　具

記

以　上

　新型コロナウイルス感染防止にご留意いただき、本年は、健康状態に関わら
ず、ご出席を見合わせていただき、書面による議決権の事前行使を推奨いたしま
す。
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
ください。また、資源節約のため、本招集ご通知をご持参くださいますようお願
い申し上げます。
　なお、株主総会参考書類、事業報告及び計算書類に修正が生じた場合は、イン
ターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://www.ys-food.jp/）に掲載
させていただきます。
　お土産の配布につきましては、本年は中止させていただきます。
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（令和３年４月１日から
令和４年３月31日まで）

添付書類

事　 業　 報　 告

１. 会社の現況に関する事項

（１）会社の事業の経過及びその成果

　当事業年度におけるわが国経済は、東京2020オリンピック、パラリンピッ

クが開催され、新型コロナウイルス感染症拡大防止に向けた緊急事態宣言や

まん延防止等重点的措置の解除により景気回復の兆候はあったものの、オミ

クロン株など変異したウイルスの感染症拡大の懸念などにより、未だ終息時

期の見通しが立っておらず、またロシアによるウクライナ侵攻の影響等があ

り、引き続き厳しい経営環境が続いております。

　このような状況の中、当社におきましては、「一杯のラーメンをお客様に

満足していただく」という創業当時からの理念にのっとり、「美味しさと快

適な食の空間」の追求、「食の安心・安全」の維持向上に取組み、お客様一

人一人に誠実であり続けることに、より一層邁進してまいるとともに、固定

客の獲得のための接客サービスとマーケティング戦略、商品開発の強化・充

実に力を注ぎ、収益構造の改善及び強固な企業体質づくりに取組んでまいり

ました。

　また、令和３年10月に「筑豊ホルモン鍋 香春」を東京都立川市にオープ

ンしました。『筑豊の食を世界の活力に』をコンセプトに、『筑豊ホルモン

鍋』をメインに筑豊をイメージした店づくりと、お食事を中心に取り揃え、

ラーメンブランドとは異なる新たな顧客の獲得に努めました。

　当事業年度におきましては、国内事業におきまして、新型コロナウイルス

感染症拡大防止に向けた営業時間の短縮及び休業の影響により、売上高は、

前事業年度に比べ16百万円減収（1.2％減）の1,287百万円となりました。

　営業損益におきましては、本社及び店舗におけるコスト圧縮を推進し、販

売費及び一般管理費が682百万円（3.9%減）となっております。

　経常損益におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う営業時間

短縮及び休業の発生に伴い、福岡県感染拡大防止協力金等により助成金収入

37百万円があったことから経常利益は３百万円(前期は経常損失73百万円)と

なっております。
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区分

前事業年度 当事業年度 比較増減

金額

（百万円）

構成比

（％）

金額

（百万円）

構成比

（％）

増減金額

（百万円）

増減率

（％）

外食事業 1,115 85.6 1,111 86.3 △4 △0.3

不動産賃貸事業 33 2.6 37 2.9 3 10.6

外販事業 49 3.8 46 3.6 △3 △7.3

温泉事業 62 4.8 74 5.8 12 19.4

衛生事業 34 2.7 16 1.3 △18 △52.2

報告セグメント計 1,296 99.5 1,286 99.9 △10 △0.8

その他 7 0.5 0 0.1 △6 △86.1

合計 1,303 100.0 1,287 100.0 △16 △1.2

　特別損益におきましては、固定資産について将来の回収可能性を慎重に検

討した結果、減損損失45百万円及び持分法適用関連会社の「Japan 

Traditionals Sp.z.o.o」の株式について関係会社株式評価損18百万円並び

に国内外の債権について、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う影響により

得意先の財務状況等を検討した結果、回収に疑義が生じたため貸倒引当金繰

入額17百万円を特別損失に計上しております。

　以上の結果、当事業年度の経営成績は、売上高1,287百万円、営業損失46

百万円（前期は営業損失94百万円）、経常利益３百万円（前期は経常損失73

百万円）、当期純損失83百万円（前期は当期純利益０百万円）となりまし

た。

事業区分別の売上高の状況は、次のとおりであります。

① 外食事業

　当事業年度におきましては、新型コロナウイルス感染症拡大防止に向け

た営業時間の短縮及び休業による来店客数の激減、国内店舗の減少、休業

及び営業時間の縮小があったことから、店舗売上高及び食材取引高が減収

となりました。

　以上のことから、当事業年度の売上高は1,111百万円（前期比0.3％減）

となり、営業利益65百万円（前期比2,117.1％増）となりました。

　店舗数については、前事業年度末に比べ４店舗減少し138店舗（直営店

10店舗、ＦＣ店91店舗、海外37店舗）となりました。店舗数の増減につい

ては、新規出店が３店舗（直営店２店舗、ＦＣ店１店舗）、中途解約によ

る店舗の閉店が７店舗（直営店１店舗、ＦＣ店５店舗、海外１店舗）、Ｆ

Ｃ店から直営店へ転換した店舗は１店舗、直営店からＦＣ店へ転換した店

舗は１店舗であります。
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② 不動産賃貸事業

　当社が所有する店舗用地等の有効活用を目的とした賃貸事業を行ってお

ります。

　当事業年度の売上高は37百万円(前期比10.6％増)、営業利益５百万円

(前期比154.6％増)となりました。

③ 外販事業

　当社は、ラーメン等の製品を主要販売品目とする外販に加え、インター

ネット通販サイトにおける通信販売及び一般小売先向け卸し、委託販売に

よる小売りを行っております。

　当事業年度における外販事業の売上高は46百万円(前期比7.3％減)とな

り、営業損失５百万円（前期は営業損失３百万円）となりました。

④ 温泉事業

　当社は、令和２年６月より、福岡県田川郡福智町「ほうじょう温泉ふじ

湯の里」の指定管理者となり、同施設の経営を行っております。

　当事業年度における温泉事業の売上高は74百万円(前期比19.4％増)とな

り、営業損失14百万円(前期は営業損失14百万円)となりました。

⑤ 衛生事業

　新型コロナウイルス感染症の拡大以降、外食産業だけでなく、全ての生

活・経済環境において感染症予防、対策が求められております。各業界で

様々な取り組みが行われている中、当社は、「お客様の為に店舗内衛生管

理において、安心、安全に食して頂ける店舗作りを提案、提供し、実行す

る」ことを通じて、新しい生活様式における安心と安全の価値を創造する

ことを目的に、衛生事業を行っております。

　主に、世界最先端のテクノロジーで、感染症対策に最も重要な表面付着

菌を含む空間すべてのウイルス・細菌を不活性化する空間除菌器

「SterilizAir ステライザ」の正規販売代理店として、同製品の販売を行

っております。

　当事業年度における衛生事業の売上高は16百万円(前期比52.2％減)とな

り、営業損失19百万円（前期は営業損失14百万円）となりました。

⑥ その他

　当社は、飲食店用の厨房設備の販売を、ＦＣ加盟店などに行っておりま

す。

　当事業年度におきましては、その他事業の売上高０百万円(前期比

86.1％減)となり、営業利益０百万円(前期比68.9％減)となりました。
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（２）会社の設備投資の状況

　当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は32百万円であ

り、その主なものは次のとおりであります。

外食事業

　　新規店舗の設備投資　　　　　　　　　　14百万円

　　既存店舗の改装等　　　　　　　　　　　14百万円

衛生事業

　　衛生事業に係る設備投資　　　　　　　　 1百万円

（３）会社の資金調達の状況

　当事業年度中に、長期借入金の資金調達及びその他の増資及び社債発行等

による資金調達は行っておりません。
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区 分
第 25 期

(平成31年3月期)
第 26 期

(令和2年3月期)
第 27 期

(令和3年3月期)

第 28 期
( 当 事 業 年 度 )
(令和4年3月期)

売 上 高 (百万円) 1,601 1,484 1,303 1,287

経 常 利 益 又 は
経 常 損 失 ( △ )

(百万円) △144 △281 △73 3

当 期 純 利 益 又 は
当 期 純 損 失 （ △ ）

(百万円) △76 △357 0 △83

１株当たり当期純利益又は
１株当たり当期純損失(△)

 (円) △19.83 △92.21 0.09 △13.68

総 資 産 (百万円) 3,389 2,720 2,873 2,716

純 資 産 (百万円) 1,494 1,122 1,479 1,389

１株当たり純資産額  (円) 385.75 289.72 243.33 228.02

期末外食店舗数 　(店) 156 148 142 138

（うち直営店） （4) （5) （5) （10)

（４）直前３事業年度の財産及び損益の状況

（注）１．各事業年度の主な変動要因は次のとおりであります。

第25期 既存の国内ＦＣ店舗の減少及び営業時間の短縮の影響もあり、売上高は減収と

なりました。営業利益におきましては、知名度の高いタレント等を活用した販

促費用に加え、新規出店や既存店舗のリニューアルに係る改修コスト等が増加

したことから、営業損失となりました。北九州市小倉北区の不動産の売却に伴

う固定資産売却益はあったものの、営業外費用及び特別損失を計上したことか

ら当期純損失となりました。

第26期 国内事業におきましては、既存の国内店舗の減少及び人員不足による営業時間

の短縮、海外事業におきましては、既存の店舗の減少、新型コロナウイルス感

染拡大の影響もあり営業損失となりました。また、国内外債権（加盟オーナー

様等に対する経常運転資金の貸付金）において回収に疑義が生じたことから、

貸倒引当金を計上したことに加え、固定資産の減損に係る会計基準に基づき、

保有する固定資産について将来の回収可能性の検討をした結果、減損損失を計

上したことから当期純損失となりました。

第27期 国内事業におきましては、本社及び店舗におけるコスト圧縮を推進したもの

の、既存の国内店舗の減少及び人員不足による営業時間の短縮により減収とな

り、営業損失となりました。また、固定資産の減損に係る会計基準に基づき、

保有する固定資産について将来の回収可能性の検討をした結果、減損損失を計

上したものの、東京都江東区の土地及び建物等の売却等により固定資産売却益

があったことから当期純利益となりました。

当  期 既述の「(1) 会社の事業の経過及びその成果」をご参照ください。

（注）２．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号2020年3月31日）等を当事業年

度の期首から適用しており、当事業年度に係る各数値については、当該会計基準等を

適用した後の数値となっております。
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（５）重要な親会社及び子会社の状況

① 重要な親会社の状況

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

該当事項はありません。

（６）会社の対処すべき課題

　当事業年度におきましては、一部の直営店において福岡県感染拡大防止協

力金等による助成金収入37百万円があったことで第21期（平成27年３月期）

以来の経常利益となったものの、ＦＣ店における、新型コロナウイルス感染

症拡大に伴う営業時間短縮及び休業の影響による食材売上高の減収等から、

継続的な営業損失（当事業年度は営業損失46百万円）は依然として発生して

おり、本格的な業績回復までに至っていないことに鑑み、継続企業の前提に

重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識しており

ます。

　一方、本社及び店舗におけるコスト圧縮等、経営陣と従業員が目的意識の

共有化を図り、当事業年度の営業活動によるキャッシュ・フローは57百万円

の資金を獲得しており、第27期（令和３年３月期）から２期連続でプラスと

なっております。

　さらに、新型コロナワクチンの接種の普及等もあり、令和４年のゴールデ

ンウイークにおきましては、３年ぶりに新型コロナウイルス対応の行動制限

なしの大型連休の実施等、外食事業における明るい兆しは見受けられており

ます。

　しかしながら、今後も「緊急事態宣言」又は「まん延防止等重点措置」の

発令により、主要事業となる外食事業における売上高の減収リスクは存在し

ているため、引き続き厳しい経営環境が続いております。

このような状況の中、令和３年12月21日付で公表しました「新市場区分の上

場維持基準の適合に向けた計画書」に記載の取組みと合わせ、継続企業の前

提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況の解消を目指してまいりま

す。

①外食事業及び外販事業の取組

　外食事業におきましては、新型コロナウイルス感染症の影響によるダメー

ジコントロールを今後も継続しつつ、人件費の抑制、広告媒体の最適化、不

動産賃借料の減額交渉等を実施し、店舗における感染防止対策を重点的に講

じ、顧客満足度の向上に努めるべく、新メニューの開発や各種キャンペー

ン・イベント等の施策の実施、各種営業施策を積極的に取り組んでまいりま

す。

　当事業年度におきましても、「角煮ラーメン」、「濃いラーメン」、「カ

レー担々麺」および「やまじろう」といった自社工場生産の利点を最大限に
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活用した商品開発を行っており、今後も、幅広い顧客ニーズを捉えた新商品

の開発や、定番商品の付加価値向上により、商品力の強化に努めるととも

に、商品コンセプトを消費者の皆様に発信するために、「山小屋ラーメン」

「筑豊ホルモン鍋香春」等のブランドサイトや、「ほうじょう温泉ふじ湯の

里」、ECサイト「山小屋からの贈り物」、コーポレートサイト及び専用アプ

リと連動させ、今後も継続して情報開示をより積極化し、PRと併せたIRへの

取組を強化してまいります。

　また、WITH/AFTER コロナに対応すべく、ご家庭へも当社のラーメンが味わ

えるよう、当社通販サイト「山小屋からの贈り物」（https://www.yamagoya-

gift.com/）での焼豚入生ラーメンセットの販路拡大に加え、ストレートスー

プにこだわった「グルメ冷凍自動販売機」に対応するための冷凍商品の開発

に取り組むことで、本社工場における食品製造メーカーとしての地位を確立

してまいります。

　そうすることで、緊急事態宣言等による外出自粛による店舗売上高の減収

を補うことはもちろん、当社の直営店及びFC店舗が無い地域の皆様にも、

「山小屋ラーメン」に触れて頂く機会にも繋がり、当社の食品製造ラインで

のOEMの受注件数を増やし、さらなる事業の拡大を目指してまいります。

②借入金の圧縮及び財務の健全性の向上

　現在、取引金融機関との関係性を保ちながら、引き続き、借入金の圧縮を

進め令和９年３月期までに長期借入金の残高50％以下を目指し、自己資本比

率と合わせ、財務の健全性を向上させてまいります。

また、それらに必要な資金については、不動産評価（資産価値）の高い物件

の売却及びエクイティ等の手段を実施することで調達することを検討してま

いります。

　なお、ロシアによるウクライナ侵攻の影響により小麦粉や原油価格等、令

和４年４月以降も極めて厳しい状況が続くことが予測され、営業債務及び借

入金の返済等の資金繰りに懸念が生じることから、取引金融機関に対し四半

期決算についての財務報告の実施とともに、金融支援要請及び協議を重ねた

結果、令和４年４月以降の返済について返済条件の緩和（支払余力に応じた

プロラタ返済）について契約を締結しております。

　以上の取組に加え、当事業年度末の現金及び預金残高は434百万円と必要な

運転資金を確保していることから、継続企業の前提に関する重要な不確実性

は認められないと判断し、「継続企業の前提に関する注記」の記載はしてお

りません。

　今後におきましても、役員及び従業員が一丸となって企業価値の向上、収

益性の向上に努めると同時に、引き続き採算性を重視した経営方針による利

益体質の改善を図ってまいります。
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（７）会社の主要な事業内容（令和４年３月31日現在）

　当社は、ラーメン店及びラーメン店のフランチャイズ・チェーン本部の経

営と飲食店用厨房機器の販売、不動産の賃貸及びインターネット通販サイト

における通信販売及び一般小売先向け卸、委託販売による小売を主な事業内

容としております。

① 外食事業

　国内・海外において「筑豊ラーメン山小屋｣､｢ばさらか｣､｢一康流｣､｢遣

唐拉麺」､｢やまごや」等のブランドを主力に厳選された食材を使用し、自

社工場で製造した麺､焼豚等の食材を販売するとともに、ラーメンのフラ

ンチャイズ・チェーン加盟店の募集及び加盟店の経営指導業務を行ってお

ります｡

　また、令和３年10月に「筑豊ホルモン鍋 香春」を東京都立川市にオー

プンしました。『筑豊の食を世界の活力に』をコンセプトに、『筑豊ホル

モン鍋』をメインに筑豊をイメージした店づくりと、お食事を中心に取り

揃え、ラーメンブランドとは異なる新たな顧客の獲得に努めました。

　なお、令和４年３月末日現在の店舗数は138店舗（直営店10店舗､ＦＣ店

91店舗、海外37店舗）となっております。

② 不動産賃貸事業

　当社が所有する店舗用地等の有効活用を目的とした賃貸事業を行ってお

ります。

③ 外販事業

　インターネット通販サイトにおける通信販売及び一般小売先向け卸、委

託販売による小売りを行っております。
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④ 温泉事業

　福岡県田川郡福智町「ほうじょう温泉ふじ湯の里」の指定管理者とな

り、同施設の経営を行っております。

⑤ 衛生事業

　新型コロナウイルス感染症の拡大以降、外食産業だけでなく、全ての生

活・経済環境において感染症予防、対策が求められております。各業界で

様々な取り組みが行われている中、当社は、「お客様の為に店舗内衛生管

理において、安心、安全に食して頂ける店舗作りを提案、提供し、実行す

る」ことを通じて、新しい生活様式における安心と安全の価値を創造する

ことを目的に、衛生事業を行っております。

　主に、世界最先端のテクノロジーで、感染症対策に最も重要な表面付着

菌を含む空間すべてのウイルス・細菌を不活性化する空間除菌器

「SterilizAir ステライザ」の正規販売代理店として、同製品の販売を行

っております。

⑥ その他

　飲食店用の厨房設備の販売を、フランチャイズ・チェーン加盟店等に行

っております。
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本社及び工場 福岡県田川郡香春町大字鏡山字金山552番8

東 京 事 務 所 東京都千代田区霞が関3丁目6番14

店舗（直営店舗
数 1 0 店 舗 ）

福岡県北九州市 2店舗 福岡県福岡市 3店舗

福岡県田川郡 2店舗 東京都立川市 1店舗

高知県香南市 1店舗 大分県宇佐市 1店舗

（８）主要な営業所及び工場（令和４年３月31日現在）

　　①当社

　 なお、上記のほか、ＦＣ店舗が91店舗あります。

　　②子会社

　　　該当事項はありません。

事 業 部 門 別 従 業 員 数 前事業年度末比増減

外　　　食　　　事　　　業 44名 3名減

不  動  産  賃  貸  事  業 － －

外　　　販　　　事　　　業 3名 1名増

温　　　泉　　　事　　　業 8名 1名増

衛　　　生　　　事　　　業 2名 1名減

全　　　社　　　（共　通） 10名 2名減

合　　　計 67名 4名減

従 業 員 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

67（25）名 4名減 45.88歳 11.03年

（９）会社の従業員の状況（令和４年３月31日現在）

（注）1.従業員数は、就業人員（当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者

を含むほか、常用パートを含んでおります。）であります。

2.上記従業員数には、臨時雇用者（パートタイマーを含んでおります。）25名（期中平均

人員〈1日8時間換算〉）は含まれておりません。

3.不動産賃貸事業の従業員数については、他の事業部門内に兼務する従業員が含まれてい

るため、従業員数を「―」としております。

（注）従業員数は、就業人員であり、パートタイマーは（  ）内に年間の平均人員を外数で記載

しております。
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借 入 先 借 入 金 残 高

株 式 会 社 西 日 本 シ テ ィ 銀 行 652百万円

株 式 会 社 北 九 州 銀 行 86

株 式 会 社 佐 賀 銀 行 28

株 式 会 社 十 八 親 和 銀 行 12

（10）主要な借入先の状況（令和４年３月31日現在）

（１） 発行可能株式総数 24,292,000株

（２） 発行済株式の総数 6,073,000株

（３） 株主数 1,648名

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

日 本 証 券 金 融 株 式 会 社 1,276,200株 21.0％

株 式 会 社 テ ク ノ バ ン ク ・ サ ン ケ ン 737,500 12.1

Ｔ Ｅ Ｓ 株 式 会 社 610,800 10.0

緒 方 　 正 年 165,700 2.7

株式会社ジー・コミュニケーション 152,700 2.5

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 149,600 2.4

緒 方 　 正 憲 148,600 2.4

株 式 会 社 Ｆ Ｃ Ｂ ホ ー ル デ ィ ン グ 122,200 2.0

東 海 東 京 証 券 株 式 会 社 122,000 2.0

緒 方 　 秀 憲 117,400 1.9

２. 株式の状況（令和４年３月31日現在）

（４） 大株主（上位10名）

３. 新株予約権等の状況
（１）当事業年度の末日において当社役員が保有している職務執行の対価とし

て交付された新株予約権の状況
該当事項はありません。

（２）当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対し交付した新株予約
権の状況
該当事項はありません。
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第２回新株予約権 第３回新株予約権

 割当日 令和３年３月５日 令和３年３月５日

新株予約権の数 4,256個 535個

新株予約権の目的と
なる株式の種類と数

普通株式　425,600株 普通株式　 53,500株

発行価額
851,200円

新株予約権１個当たり200円
  （１株当たり 2円)

588,500円

新株予約権１個当たり1,100円
   （１株当たり11円)

行使価額 １株につき　265円 １株につき　265円

権利行使期間
令和３年３月５日から
令和13年３月４日まで

令和４年７月１日から
令和13年３月４日まで

行使の条件 （注）１ （注）２

交付状況

当社取締役　　４名
（3,000個、300,000株）

当社監査役　　４名
（796個、79,600株）

当社執行役員　５名
（460個、46,000株）

当社従業員　　 14名
（535個、53,500株）

（３）その他新株予約権等の状況
令和３年２月25日開催の取締役会決議に基づき、当社の役員及び執行役
員に対する「第２回新株予約権」及び、当社従業員に対する「第３回新
株予約権」の概要は以下のとおりです。
なお、第２回及び第３回ともに、有償ストックオプションであります。

（注）１.割当日から本新株予約権の行使期間の終期に至るまでの間に東京証券取引所におけ
る当社普通株式の普通取引終値の１ヶ月間（当日を含む21取引日）の平均値が一度
でも行使価額に50％を乗じた価格を下回った場合、新株予約権者は残存するすべて
の本新株予約権を行使期間の満期日までに行使しなければならないものとする。

（注）２.令和４年３月期から令和８年３月期における当社の有価証券報告書に記載された外
食事業の売上高の額に応じ、以下の①ないし③に定めに従い新株予約権を行使する
ことができる。
①外食事業の売上高の額が一度でも1,600百万円を超過した場合、割り当てられた

本新株予約権の数の30％まで
②外食事業の売上高の額が一度でも1,800百万円を超過した場合、上記①に基づき

行使した本新株予約権とあわせて、割り当てられた本新株予約権の数の75％まで
③外食事業の売上高の額が一度でも2,000百万円を超過した場合、上記①および②

に基づき行使した本新株予約権とあわせて、割り当てられた本新株予約権の数の
100％まで
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会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

代 表 取 締 役 社 長 緒 方 　 正 憲
生産開発本部長

Japan Traditionals Sp.z.o.o　取締役

取 締 役 会 長 中 井 川 　 俊 一

ラス・カーズ・キャピタル株式会社

代表取締役社長

株式会社広済堂ホールディングス

社外取締役

取 締 役 副 社 長 本 瀨 　 建
経営戦略室室長

未来科学株式会社代表取締役

常 務 取 締 役 濱 﨑 　 祐 和 管理本部長

取 締 役 中 原 　 真 衛生事業本部長

社 外 取 締 役 紙 田 　 拓 弥

株式会社K.I.T代表取締役

株式会社L.I.T代表取締役

IMTジャパン株式会社代表取締役

常 勤 監 査 役 森 　 　 弘 之

監 査 役 杉 山 　 耕 司 株式会社アートスタジオすぎやま代表取締役

監 査 役 田 吹 　 多 祥

監 査 役 市 川 　 琢 也

静岡市社会福祉協議会　監事

株式会社FrenzyCapital代表取締役

税理士法人Frenzy　代表社員

氏 　 　 名 退 任 日
退 任
事 由

退任時の地位・担当及び
重 要 な 兼 職 の 状 況

毛 利 　 貴 之 令和３年６月25日 任期満了 営業統括本部長

４. 会社役員に関する事項
（１）取締役及び監査役の状況（令和４年３月31日現在）

（注）1.監査役田吹多祥氏及び監査役市川琢也氏は、社外監査役であります。

2.当社は、社外取締役紙田拓弥氏及び監査役田吹多祥氏、監査役市川琢也氏を東京証券取

引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

3.市川琢也氏を社外監査役とした理由は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関

し、相当程度の知見を有しております。

4.事業年度中に辞任・退任した会社役員については、下記の通りであります。
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（２）責任限定契約の内容の概要

　当社は、会社法第427条第１項の規定により、取締役（業務執行取締役

等であるものを除く）・監査役との間に、任務を怠ったことによる損害賠

償責任を限定する契約を締結することができる（ただし、当契約に基づく

損害賠償責任の限度額は、法令が規定する額とする）旨を定款に定めてお

ります。現在、当該定款に基づき監査役杉山耕司氏、監査役田吹多祥氏、

監査役市川琢也氏と責任限定契約を締結しております。

（３）補償契約の内容の概要等

　該当事項はありません。

（４）役員等賠償責任保険契約の内容の概要等

　当社は、すべての取締役、監査役および執行役員を被保険者とした、改

正会社法（令和３年３月１日施行）第430条の３第１項に規定する「Ⅾ＆

Ｏ　マネジメントパッケージ（「経営責任総合補償特約条項付帯　会社役

員賠償責任保険」）を保険会社との間で締結しています。

　当該契約の内容の概要は、以下のとおりです。

・会社訴訟、第三者訴訟、株主代表訴訟等により、被保険者が負担する

こととなった争訟費用及び損害賠償金等を填補の対象としておりま

す。

・被保険者の職務の執行の適正性が損なわれないようにするための措置

として、被保険者による犯罪行為等に起因する損害等については、填

補の対象外としています。

・当該契約の保険料は全額当社が負担しています。

（５）取締役及び監査役の報酬等

　当社は、役員の報酬等の額またはその算定方法の決定に関する方針を定

めており、その内容は以下の通りとなります。

①当社の取締役の報酬等は、長期的・持続的な企業業績及び企業価値の向

上を実現されるため、職責に相応しい有能な取締役の確保・定着も考慮

した競争力のある報酬水準および報酬体系とすることを基本方針としま

す。

②取締役の報酬は、職責等に応じた「基本報酬」としての定額報酬、単年

度の業績の達成を目指すための「業績連動型報酬」の２つの部分により

構成します。
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ただし、社外取締役については、独立した立場から経営の監督を行う役

割を担うことから定額報酬のみとし、業績連動型報酬は設けません。

ⅰ「基本報酬」

　基本報酬は、取締役の役位、職責、実績、在任年数等に応じて決定

し、月額払いで支給しております。

ⅱ「業績連動型報酬」

　各取締役の業績連動報酬は、会社業績および個人業績を評価して決

定しております。なお、総現金報酬（基本報酬＋業績連動報酬）のウ

エイトは、最大30％程度とします。なお、業績連動報酬の本年度の支

給はありません。

③取締役報酬限度額（使用人兼取締役の使用人分給与を除く）は、平成８

年３月22日開催の株主総会において、年額180,000千円でと決議頂いてお

ります。当該株主総会終結時点の取締役の員数は７名です。

④当社取締役の報酬等については、株主総会で決議された報酬の範囲内

で、上記②記載の算定方法により各取締役の報酬等を決定します。

⑤監査役は、独立した立場から取締役の業務執行を監督する立場であるこ

とから、固定報酬のみ支給としております。報酬の水準は、良質なコー

ポレート・ガバナンスの確立と運用に重要な役割を果たすにふさわしい

人材を確保するために必要な水準としております。監査役の報酬限度額

は、平成８年３月22日開催の株主総会において、年額18,000千円と決議

頂いております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は１名です。

⑥退職慰労金は、役員の役位、職責、実績、在任年数等に応じて、役員が

退任する際に、株主総会の議決を経て支給するものとします。

⑦当社は、取締役の個人別の報酬等の内容については取締役会において決

定しており、取締役その他の第三者には委任しておりません。なお、取

締役会は、管理本部長役員が当該決定に係る個人別の報酬案が役員報酬

に関する社内基準に基づいていることを確認していることから、その内

容が決定方針に沿うものであると判断しております。
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区 分 員 数 報 酬 等 の 総 額

取 締 役

（うち社外取締役）

7名

（1）

47,150千円

（2,000）

監 査 役

（ う ち 社 外 監 査 役 ）

4

（3）

7,300

(3,600)

合 計

（ う ち 社 外 役 員 ）

11

（4）

54,450

(5,600)

取  締  役  会 （ 1 4 回  開  催 ）

出 席 回 数 出 席 率

社外取締役　紙田　拓弥
10回

（10回中）
100.0％

（６）取締役及び監査役の報酬等
① 当事業年度に係る報酬等の総額

② 当事業年度に支払った役員退職慰労金
該当事項はありません。

（７）社外役員に関する事項

　　①取締役

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

社外取締役紙田拓弥氏は、株式会社K.I.T、株式会社L.I.TおよびIMT

ジャパン株式会社の代表取締役であり、当社は、株式会社K.I.Tとの

間でシステムに関する取引実績がありますが、その額は僅少（当社の

売上高の1.0％未満）であり、特別な関係はありません。

ロ 会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者又は業務執行者でない役

員との親族関係

　該当事項はありません。

ハ 当事業年度における主な活動状況

（ア）取締役会への出席状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づ

き、取締役会決議があったものとみなす書面決議が12回ありました。
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取 締 役 会（14回 開 催） 監 査 役 会（15 回 開 催）

出 席 回 数 出 席 率 出 席 回 数 出 席 率

監査役　田吹　多祥 13回 92.9％ 14回 93.3％

監査役　市川　琢也 14回 100.0％ 15回 100.0％

（イ）取締役会及び監査役会における発言状況並びに期待される役割に関

して行った職務の概要

　社外取締役紙田拓弥氏は、ＩＴ会社の役員としての豊富な経験と経営

者としての幅広い見識から、取締役では、専門家としての見地から経営

に対する助言を行うなど、意思決定の妥当性・適正性を確保するための

適切な発言・役割を果たしております。

　　②監査役

イ 他の法人等の重要な兼職の状況及び当社と当該他の法人等との関係

監査役田吹多祥氏及び監査役市川琢也氏と当社との間には、特別な関

係はありません。

ロ 社外役員の主な活動状況

（ア）取締役会及び監査役会への出席状況

（注）上記の取締役会の開催回数のほか、会社法第370条及び当社定款第24条の規定に基づき、

取締役会決議があったものとみなす書面決議が12回ありました。

（イ）取締役会及び監査役会における発言状況

　監査役田吹多祥氏は、永年の銀行実務経験を基にした財務・経理・経

営判断の見地から、監査役市川琢也氏は、税理士としての豊富な経験と

経営者としての幅広い見識を当社の監査体制強化に活かし、取締役会及

び監査役会において、それぞれが意見交換や客観性を考慮した適宜有用

な発言をしております。
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報酬等の額

当事業年度に係る報酬等の額 18,000千円

当社が会計監査人に支払うべき金銭 18,000千円

５. 会計監査人の状況

（１）当社の会計監査人の名称

HLB Meisei有限責任監査法人

（２）当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との監査契約において、会社法上の会計監査人の監査に対す

る報酬等の額と金融商品取引法上の監査に対する報酬等の額を明確に区分して

おらず、かつ、実質的にも区分できませんので、報酬等の額には、これらの合

計額を記載しております。

２. 監査役会は、取締役、社内関係部署及び会計監査人より必要な資料の入手、報

告を受けた上で会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況、報酬

見積りの算定根拠について確認し、審議した結果、これらについて適切である

と判断したため、会計監査人の報酬等の額について同意しております。

（３）会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

　監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役全員の同意を得たうえで、会計監査人の解任ま

たは不再任に関する議案を株主総会の会議の目的とすることを取締役会に請

求します。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査

人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初

に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由

を報告いたします。

（４）責任限定契約について

　当社とHLB Meisei有限責任監査法人は、会社法第427条第１項の規定に基

づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定とする契約を締結しており

ます。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める額としておりま

す。
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６. 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況

（１）業務の適正を確保するための体制

①　取締役及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保す

るための体制

　企業倫理規程をはじめとするコンプライアンス体制に係る規程を制定

し、役員・従業員が法令・定款及び社会規範を遵守した行動をとるための

行動規範とします。

　また、その取り組みの徹底を図るためコンプライアンス委員会により、

横断的に総括することとし、同委員会を中心に役員・従業員に対し教育等

を行います。

　コンプライアンス委員会と内部監査室は連携の上、取り組み状況を監査

するとともに、取締役会及び監査役会に適宜報告されます。また、法令・

定款違反行為の未然防止及び是正のため、従業員が直接情報提供を行う手

段としてコンプライアンス・ホットラインを設置・運営いたします。

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　文書管理規程及び情報システム管理規程に従い、取締役の職務執行に係

る情報を文書又は電磁的媒体（以下、「文書等」という。）に記録・保存

します。取締役及び監査役は、文書管理規程により、常時これらの文書等

を閲覧できるものとします。

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティ等に係るリス

クについては、それぞれの担当部署にて、規則・ガイドラインの制定、研

修の実施、マニュアルの作成・配付等を行うものとし、組織横断的リスク

状況の監視及び全社的対応は管理本部が行います。また、当社は、事業上

のリスクを適切に把握し、リスクの洗い出しを行い、新たに把握したリス

クについては、取締役会においてすみやかに対応責任者となる取締役を定

めます。

④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は取締役・従業員が共有する全社的な目標を定め、業務担当取

締役はその目標の達成のために各部門の具体的目標及び会社の権限分配・

意思決定ルールに基づく効率的な達成の方法を定めます。部門目標は取締

役会が定期的に進捗状況をレビューし、随時改善を促し、全社的な業務の

効率化を実現するシステムを整備します。

⑤　当社における業務の適正を確保するための体制

　コンプライアンス委員会の統括のもと、当社の内部統制に関する協議、

情報の共有化、指示・要請の伝達等が効率的に行われるシステムを含めた

体制を整備します。また、当社の内部監査室は、当社の内部監査を実施

し、その結果を代表取締役社長に報告することとします。
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⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項

　監査役会からその補助すべき従業員を置くことの求めがあった場合に

は、監査役と協議の上、合理的な範囲でこれを配置します。また、当該従

業員の任命、異動等人事権に係る事項の決定については、事前に監査役の

同意を得るものとし、取締役からの独立性を確保します。

⑦　⑥の従業員の取締役からの独立性に関する事項

　監査役の職務を補助する従業員を置く場合は、取締役から一定程度の独

立性を確保するため、補助従業員の異動についての監査役会の同意の要

否、取締役の補助従業員に対する指揮命令権の有無、補助従業員の懲戒に

ついての監査役会の関与等を考慮し、別途検討することとしております。

⑧　取締役及び従業員が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役または従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社に重

大な影響を及ぼす事項、またはその恐れのある事項、内部監査の実施状

況、コンプライアンス・ホットラインによる通知状況及びその内容をすみ

やかに報告する体制を整備します。また、監査役は、必要に応じて取締役

及び従業員に対し、当社の業務遂行及び財産の状況等について報告を求め

ることができます。

⑨　監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役は、業務執行を担当する取締役及び重要な従業員からの個別ヒア

リングの機会を最低年２回（臨時に必要と監査役が判断する場合は別途）

設けるとともに、代表取締役社長・会計監査人それぞれとの間で定期的に

意見交換会を開催します。

⑩　監査役等に報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱

いを受けないことを確保するための体制

　「コンプライアンス規程」に基づき、法令上疑義のある行為に対し通報

した者が当該報告したことを理由として不利益な取扱いを受けない、解雇

されないこととします。

⑪　当社監査役の職務執行のための費用又は債務の処理に関する方針に関す

る事項

　当社監査役が職務の執行上必要と認める費用または債務の処理につい

て、会社に請求することができるものとする。
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（２）反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

①　反社会的勢力排除に向けた基本的考え方

　当社は、社会的秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、常

に危機管理意識を持ち、組織として毅然とした対応を徹底しております。

②　反社会的勢力排除に向けた整備状況

　当社は、反社会的勢力に向けた取り組みについて、法令及び企業倫理に

則り対応することが重要であると認識しており、福岡県企業防衛対策協議

会と連携し、反社会的勢力に関する情報の収集・管理を行っております。

また、役員・従業員に対しては啓蒙活動を行い、さらなる社内体制の整

備、強化に努めてまいります。

（３）業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①　コンプライアンスに関する取り組み

　コンプライアンス体制を強化・徹底することを目的として「コンプライ

アンス委員会」を設置しております。また、内部通報窓口であるコンプラ

イアンス・ホットラインの設置を定期的に周知しており、内在する問題の

早期発見等に向けた取り組みを進めております。

②　職務執行の適正及び効率性の確保に対する取り組み

　当事業年度におきましては、毎月１回の定時取締役会のほか、臨時、書

面決議を含め26回の取締役会を開催し、各取締役の他、独立性を保持した

監査役も出席し、法令等に定められた事項や経営の基本方針等、経営に関

する重要事項を決定し、月次の経営業績の分析、対策、評価を検討すると

ともに、法令・定款等への適合性及び業務の適正性の観点から審議いたし

ました。

③　監査役の職務の執行

　常勤監査役は経営に影響する重大な事象について、取締役及び従業員よ

り報告を受け、また申請書の閲覧、各会議体への出席などを通して得た情

報をタイムリーに社外監査役と共有するとともに、必要な意見を表明して

おります。また、内部監査室及び会計監査人と随時情報・意見交換を行う

等、緊密な関係を保っております。

④　財務報告に係る内部統制への取り組み

　内部統制に関する基本方針に基づき､内部統制評価を実施しております｡

⑤　反社会的勢力排除への取り組み

　お取引様との契約書等への反社会的勢力排除条項の挿入をはじめとした

取り組みを継続して実施しております。

　また、必要に応じて、弁護士、警察等と連携し、組織的に対応します。
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７. 会社の支配に関する基本方針

当社は、財務及び事業の方針の決定を支配する者は、安定的な成長を

目指し、企業価値の極大化・株主共同の利益の増強に経営資源の集中

を図るべきと考えております。

　現時点では特別な買収防衛策は導入いたしておりませんが、今後も

引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾力的な検討を行ってまいり

ます。

８. 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、株主の皆様への利益還元を経営上の重要課題の一つとして認識

し、継続的な安定配当を基本にしつつ、業績に応じた経営の成果を迅速に

株主の皆様に還元することを基本方針としております。

　また、内部留保につきましては、収益力及び競争力の強化並びに新市

場・新規事業への取り組みを目的として、設備投資、販売体制の強化に充

ててゆく所存であります。

　しかしながら、新型コロナウイルス感染症の影響に伴い、売上高が著し

く減少したため、継続的な営業損失は依然として発生しており、本格的な

業績の回復を確認できるまでに至っていないことに鑑み、継続企業の前提

に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況が存在していると認識して

おりますので、誠に遺憾ではありますが、期末配当を無配とさせていただ

きます。

　今後におきましても、役員及び従業員が一丸となって企業価値の向上に

努めることはもちろん、本社及び店舗におけるコスト圧縮等を図るととも

に、引き続き採算性を重視した経営方針による利益体質の改善により、安

定的に利益が確保できる体制を確実なものとし、早期の復配を目指す所存

であります。
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（令和４年3月31日現在）
（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（ 資 産 の 部 ） （ 負 債 の 部 ）

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原 材 料 及 び 貯 蔵 品

前 払 費 用

預 け 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工 具 器 具 備 品

土 地

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

出 資 金

長 期 貸 付 金

長 期 前 払 費 用

敷 金 及 び 保 証 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金
　

662,634

434,309

138,401

70,999

3,220

17,293

11,635

2,666

33,191

△49,084

2,053,677

1,836,691

563,697

5,839

20,158

0

5,155

1,241,840

3,149

1,183

1,966

213,836

81,065

5,821

25

297,571

4,745

90,319

125,813

△391,526
　

流 動 負 債 598,993

買 掛 金 59,281

短 期 借 入 金 100,000

１年以内返済予定長期借入金 210,698

未 払 金 70,682

未 払 費 用 34,602

未 払 法 人 税 等 13,151

未 払 消 費 税 6,940

賞 与 引 当 金 47

預 り 金 89,416

資 産 除 去 債 務 2,154

契 約 負 債 391

そ の 他 11,628

固 定 負 債 728,055

長 期 借 入 金 469,452

長期預り敷金保証金 64,339

退 職 給 付 引 当 金 52,474

役員退職慰労引当金 38,142

資 産 除 去 債 務 77,226

そ の 他 26,419

負 債 合 計 1,327,049

（ 純 資 産 の 部 ）

株 主 資 本 1,389,975

資 本 金 1,354,050

資 本 剰 余 金 831,588

資 本 準 備 金 799,750

その他資本剰余金 31,838

利 益 剰 余 金 △795,644

利 益 準 備 金 2,772

その他利益剰余金 △798,416

繰越利益剰余金 △798,416

自 己 株 式 △18

評価・換算差額等 △5,176

その他有価証券評価差額金 △5,176

新 株 予 約 権 4,464

純 資 産 合 計 1,389,262

資 産 合 計 2,716,311 負 債 ・ 純 資 産 合 計 2,716,311

貸　借　対　照　表

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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（ 令和３年4月１日から
令和４年3月31日まで ）

（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 1,287,246

売  上 原 価 650,960

売 上 総 利 益 636,286

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 682,466

営 　 　 　 業 　 　 　 損 　 　 　 失 （ △ ） △46,179

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 993

助 成 金 収 入 37,140

受 取 保 険 金 8,109

受 取 販 売 奨 励 金 863

補 助 金 収 入 8,140

そ の 他 営 業 外 収 益 7,058 62,306

営 業 外 費 用

支 払 利 息 7,957

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 △2,972

臨 時 休 業 等 に よ る 損 失 6,375

そ の 他 営 業 外 費 用 1,020 12,380

経 　 　 　 常 　 　 　 利 　 　 　 益 3,746

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 150

保 険 積 立 金 解 約 益 3,670 3,820

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 2,271

関 係 会 社 株 式 評 価 損 18,035

投 資 有 価 証 券 評 価 損 709

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 17,390

減 損 損 失 45,089 83,495

税　引　前　当　期　純　損　失　（△） △75,928

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 7,205

当　　期　　純　　損　　失　　（△） △83,134

損　益　計　算　書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

－ 25 －



（ 令和３年4月１日から
令和４年3月31日まで ）

（単位：千円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金
その他資本
剰 余 金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利益
剰 余 金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

令和３年４月１日　期首残高 1,354,050 799,750 31,838 831,588 2,772 △715,282 △712,510

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当期純損失（△） △83,134 △83,134

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

事業年度中の変動額合計 － － － － － △83,134 △83,134

令和４年３月31日　期末残高 1,354,050 799,750 31,838 831,588 2,772 △798,416 △795,644

株 主 資 本 評 価・換 算 差 額 等

新株予約権 純資産合計
自 己 株 式

株 主 資 本
合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

令和３年４月１日　期首残高 － 1,473,128 4,624 4,624 1,672 1,479,424

事 業 年 度 中 の 変 動 額

当期純損失（△） △83,134 △83,134

自 己 株 式 の 取 得 △18 △18 △18

株主資本以外の項目の事業年
度 中 の 変 動 額 ( 純 額 )

△9,800 △9,800 2,791 △7,008

事業年度中の変動額合計 △18 △83,153 △9,800 △9,800 2,791 △90,162

令和４年３月31日　期末残高 △18 1,389,975 △5,176 △5,176 4,464 1,389,262

株主資本等変動計算書

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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　 建物 3年～47年

　 機械及び装置 2年～16年

個別注記表

【重要な会計方針】

１. 有価証券の評価基準及び評価方法

(1) 子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法

(2) その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの

　　　　　決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）

市場価格のない株式等

移動平均法による原価法

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法によ

り算定）

３. 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並び

に平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物については、定額法）を採

用しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間（5年）に基づ

いております。

４. 引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し

ております。

(2) 賞与引当金

　従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。
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(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づ

き計上しております。

①退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ

せる方法については、給付算定式基準によっております。

②数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5

年）による定額法により費用処理しております。

　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数（5年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か

ら費用処理することとしております。

(4) 役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職慰労金規程（内規）に基づく期末要

支給見込額を計上しております。

５. 収益及び費用の計上基準

　当社と顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容

及び当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおり

であります。

(1) 外食事業

直営店におきましては、一般顧客に対し、ラーメン等の商品を提供時点で売上収益を認

識しております。

また、国内FC店舗等に対するラーメン用食材等（当社商品及び製品）の販売につきまし

ては、出荷時から当該商品または製品の支配が顧客に移転されるときまでの期間が通常

の期間であることから出荷基準で売上収益を認識しております。

(2) 不動産賃貸事業

当社所有物件等を賃貸しており、賃貸借契約等に基づき契約期間の範囲で収益を認識し

ております。

(3) 外販事業

商品及び製品の販売を行っており、顧客への商品及び製品の提供時点で売上収益を認識

しております。インターネット等の通信販売におきましては、一般顧客は国内に限られ

ることから、出荷基準で売上収益を認識しております。

(4) 温泉事業

温浴施設の運営を行っており、顧客が温浴施設の利用時点で売上収益を認識しておりま

す。

(5) 衛生事業

主に衛生機器の販売及び空間除菌サービス等を行っており、顧客への商品及びサービス

の提供時点で売上収益を認識しております。
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(6) その他

主にＦＣ加盟店に飲食店用の厨房設備の販売を行っており、顧客への商品の提供（検

収）時点で売上収益を認識しております。

(7) 自社ポイント制度に係る収益認識

当社が飲食及び温泉施設等の利用に応じて付与するポイントについて、付与したポイン

トを履行義務として識別し、将来の使用見込み等を考慮して算定された独立販売価格を

基礎として取引価格の配分を行い、ポイントが使用された時点で収益を認識しておりま

す。

６. その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

　消費税及び地方消費税の会計処理について、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。

【会計方針の変更に関する注記】

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計

基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に

移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識するこ

とといたしました。

　当社が飲食及び温泉施設等の利用に応じて付与するポイントについて、従来は将来利用され

ると見込まれる金額をポイント引当金として計上しておりましたが、付与したポイント分を履

行義務として認識し、契約負債に計上する方法に変更しております。

　また、収益計上金額についても、従来は、顧客から受け取る対価の総額を収益として認識し

ておりましたが、付与したポイントを履行義務として識別し、将来の使用見込み等を考慮して

算定された独立販売価格を基礎として取引価格の配分を行う方法に変更しております。

　収益認識会計基準の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な

扱いに従っており、当事業年度の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影

響額を、当事業年度の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用し

ております。

　この結果、当事業年度の損益に与える影響は軽微であり、期首利益剰余金に与える影響はあ

りません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会

計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商

品に関する会計基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取

扱いに従って、時価算定会計基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用すること

としております。これによる計算書類に与える影響はありません。

　また、「金融商品に関する注記」において、金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関

する事項等の注記を行っております。
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【会計上の見積りに関する注記】

固定資産の減損

①当事業年度の計算書類に計上した金額

　減損損失　　45,089千円

②識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報

イ. 算出方法

　当事業年度において、主に外食事業及び不動産賃貸事業に係る有形固定資産につい

て、新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウクライナ侵攻による当社の業績への

影響を踏まえた将来の回収可能性を慎重に検討した結果、「固定資産の減損に係る会計

基準」に基づき、減損損失45,089千円を特別損失に計上しております。

　当該資産グループの回収可能価額は、使用価値及び正味売却価額を比較し、使用価値

に基づき測定しております。割引前将来キャッシュ・フロー及び使用価値は、主要事業

に係る新型コロナウイルス感染症の拡大及びロシアによるウクライナ侵攻の影響や外部

環境の変化とその不確実性を考慮したうえで評価しております。建物及び構築物、土地

等の正味売却価額は、不動産鑑定評価基準にもとづいた不動産鑑定評価額等に基づき測

定しており、その他の機械及び装置等の正味売却価額は、目的に適合した市場価格の識

別や外部の第三者への販売可能性の判断を考慮したうえで算定しております。

　また、外食事業の店舗に係る固定資産については、原則として各店舗を独立したキャ

ッシュ・フローを生み出す最小の単位としてグルーピングをしており、減損の兆候に該

当する資産グループについては、店舗毎の損益計画に基に将来キャッシュ・フローを算

出しており、建物及び構築物、土地等の売却可能な資産の正味売却価額は不動産鑑定評

価基準に基づいた不動産鑑定士からの評価額等を基礎にして算出しております。

ロ. 主要な仮定

　割引前将来キャッシュ・フロー及び使用価値の算出に用いた主要な仮定は、売上高成

長率であり、売上成長率は、過年度における売上実績、利用可能な外部情報、新型コロ

ナウイルス感染症による影響等を考慮して策定しております。また、店舗の売上成長率

及び費用については、各店舗の状況に照らして算定しております。

　当事業年度において、主に外食事業及び不動産賃貸事業に係る有形固定資産につい

て、新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウクライナ侵攻による当社の業績への

影響を踏まえた将来の回収可能性を慎重に検討した結果、「固定資産の減損に係る会計

基準」に基づき、減損損失45,089千円を特別損失に計上しております。

ハ. 翌年度の計算書類に与える影響

　当社の固定資産の減損については、計算書類作成時点までの実績を踏まえた将来予測

や、利用可能な外部情報等を参考にしたうえで会計上の見積りを行っておりますが、新

型コロナウイルスの影響及びロシアによるウクライナ侵攻が長期化し、資産グループに

関連する経営環境が著しく悪化したと認められる場合や、営業活動から生ずる損益が継

続してマイナスになる等の事象により、新たに減損兆候に該当する資産グループが発生

した場合には、結果として翌事業年度において減損損失が発生する可能性があります。

また、土地等の売却可能な固定資産を有する物件においては、将来の不動産市場の動向

に影響を受ける可能性があり、正味売却価額が低下した結果として翌事業年度において

減損損失が発生する可能性があります。
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建物 407,688千円

構築物 4,485

土地 981,864

計 1,394,037

短期借入金 96,975千円

１年以内返済予定長期借入金 169,625

長期借入金 469,452

計 736,052

２. 有形固定資産の減価償却累計額 1,921,862千円

３. 取締役及び監査役に対する未払役員報酬 4,610千円

株 式 の 種 類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

普 通 株 式 6,073,000株 ―株 ―株 6,073,000株

株 式 の 種 類
当事業年度
期首株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
期末株式数

普 通 株 式 ―株 61株 ―株 61株

【貸借対照表に関する注記】

１. 担保に供している資産及び担保に係る債務

(1) 担保に供している資産

(2) 担保に係る債務

【損益計算書に関する注記】

　関係会社との取引高

　該当事項はありません。

【株主資本等変動計算書に関する注記】

(1)発行済株式の種類及び株数に関する事項

(2)自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）自己株式の数の増加は、単元未満株式の買取り61株による増加分であります。
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【金融商品に関する注記】

１. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、設備投資計画に照らして、必要な資金（主に銀行借入）を調達しておりま

す。一時的な余資は主に流動性の高い金融資産で運用し、また、短期的な運転資金を銀

行借入により調達しております。

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

　営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は主に株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。

　長期貸付金は、顧客の信用リスクに晒されております。

　営業債務である買掛金は、ほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。

　借入金は、主に運転資金調達を目的としたものであり、償還日は最長で決算日後８年

であります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　当社は、営業債権及び長期貸付金について、営業本部が主要な取引先の状況を定期

的にモニタリングし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況等

の悪化等による回収懸念の早期把握を図っております。

②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理

　当社は、投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状

況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に見直してお

ります。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の

管理

　当社は、各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持などにより流動性リスクを管理しております。

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的

に算定された価額が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん

でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当該価額が変動することがあり

ます。
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貸借対照表計上額 時 価 差 額

現 金 及 び 預 金 434,309 434,309 －

売 掛 金 138,401

貸 倒 引 当 金 △39,791

98,610 98,610 －

投 資 有 価 証 券

そ の 他 有 価 証 券 81,065 81,065 －

長 期 貸 付 金 297,571

貸 倒 引 当 金 △278,568

19,003 19,003 －

長 期 未 収 入 金 114,820

貸 倒 引 当 金 △109,458

5,362 5,376 14

買 掛 金 (59,281) (59,281) －

短 期 借 入 金 (100,000) (100,000) －

長 期 借 入 金 (680,150) (671,645) △8,504

２. 金融商品の時価等に関する事項

　令和４年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、市場価格のない株式等（貸借対照表計上額5,821千円）は、「その

他有価証券」には含めておりません。

（単位：千円）

（※）売掛金、長期貸付金及び長期未収入金については対応する貸倒引当金を控除しておりま

す。

金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（注１）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

（注２）(1)現金及び預金、売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(2)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(3)長期貸付金

　当社では、長期貸付金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信

用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信

用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券

　その他有価証券

株式 81,065 － － 81,065

(4)長期未収入金

　当社では、長期未収入金の時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の

信用リスク区分ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に

信用スプレッドを上乗せした利率で割り引いた現在価値により算定しております。

　なお、長期未収入金は、「投資その他の資産」の「その他」に含まれております。

(5)買掛金、短期借入金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していること

から、当該帳簿価額によっております。

(6)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利

率で割り引いた現在価値により算定しております。

３. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項

　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しています。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算

定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用

いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン

プットがそれぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時

価を分類しております。

①　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債

（単位：千円）
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区分
時価

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

売掛金 － － 98,610 98,610

長期貸付金 － － 19,003 19,003

長期未収入金 － － 5,376 5,376

買掛金 － － 59,281 59,281

短期借入金 － 100,000 － 100,000

長期借入金 － 671,645 － 671,645

② 時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債

（単位：千円）

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

(1)投資有価証券

　上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されている

ため、その時価をレベル１の時価に分類しております。

(2)売掛金

　時価の算定は、決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額に近

似していることから、当該価額をもって時価としております、観察できないインプットであ

るためレベル３の時価に分類しております。

(3)長期貸付金、長期未収入金

　これらの時価の算定は、一定の期間ごとに分類し、与信管理上の信用リスク区分ごとに、

その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標に信用スプレッドを上乗せした利

率で割り引いた現在価値により算定しております。また、貸倒懸念債権の時価については、

決算日における貸借対照表価額から現在の貸倒見積額を控除した金額を時価としておりま

す。いずれの時価に対して観察できないインプットによる影響額が重要な場合はレベル３の

時価、そうでない場合はレベル２の時価に分類しております。

(4)買掛金

　買掛金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

を時価としております。観察できないインプットであるためレベル３の時価に分類しており

ます。

(5)短期借入金

　短期借入金は短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿

価額を時価としております。観察可能なインプットであるためレベル２の時価に分類してお

ります。

(6)長期借入金

　これらの時価は、元利金の合計額を、同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割

り引いた現在価値により算定しております。観察可能なインプットであるためレベル２の時

価に分類しております。
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貸借対照表計上額 時　価

1,570,521千円 1,914,687千円

【賃貸等不動産に関する注記】

１. 賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、福岡県その他の地域において、賃貸用の商業施設等（土地を含む。）を有して

おります。

２. 賃貸等不動産の時価等に関する事項

　（単位：千円）

(注) １. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

２. 当事業年度末の時価は、主として不動産鑑定士による不動産鑑定評価に基づく金額

(指標等を用いて調整を行ったものを含む。）であります。
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繰延税金資産

　賞与引当金 14千円

　貸倒引当金 134,386

　税務上の繰越欠損金 98,561

　退職給付引当金 16,004

　役員退職慰労引当金 11,633

　長期未払金 7,200

　投資有価証券評価損 21,451

　関係会社株式評価損 6,110

　減損損失 97,766

　その他有価証券評価差額金 1,578

　その他 35,937

繰延税金資産小計 430,645

　税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △98,561

　将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △329,132

　評価性引当額小計 △427,693

繰延税金資産合計 2,951

繰延税金負債

　資産除去債務に対する除去費用 △2,874

　その他 △76

繰延税金負債合計 △2,951

繰延税金資産の純額 －

関連会社に対する投資の金額 　　 0千円

持分法を適用した場合の投資の金額  9,883千円

持分法を適用した場合の投資損失の金額  1,298千円

【税効果会計に関する注記】

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

【持分法損益等に関する注記】

当事業年度において減損処理を行い、関係会社株式評価損18,035千円を計上いたしまし

た。
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種 類
会社等の名
称又は氏名

議 決 権 等 の
所有（被所有）
割 合 （ ％ ）

関連当事者
と の 関 係

取 引
内 容

取 引
金 額

(千円)

科 目
期 末
残 高
(千円)

役員 緒方正憲
被所有

 直接2.4 ％

当社代表
取締役社長
連帯保証

株式会社西日
本シティ銀行
借入に対する
連帯保証
(注3)

266,660 ― ―

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

㈱ＢＭＣ －
食材の販売
不動産の賃貸

食材の販売・
不動産の賃貸
(注2)

40,969
売掛金(注1)
預り金(注1)

4,047
 719

役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社

㈱Zing's －
食材の販売
不動産の賃貸
食材の仕入

食材の販売・
不動産の賃貸
食材の仕入
(注2)

25,288

34,957

売掛金(注1)
預り金(注1)

買掛金

2,380
 3,182
2,846

役員及び
その近親
者

中村友輝 －
当社代表取
締役の近親
者

食材の販売・

不動産の賃貸

等(注2)

19,663
売掛金(注1)
預り金(注1)

2,433
2,231

役員及び
その近親
者が代表
取締役社
長を務め
る会社

未来科学㈱ －
機材の仕入
役員の兼任

機材の仕入
固定資産の取得
(注2)

13,356
1,224

― ―

【関連当事者との取引に関する注記】

役員及び個人主要株主等

　上記の金額のうち、取引金額には消費税等を含めておりません。期末残高には消費税等を含め
ております。
(注1）売掛金については食材売上高及び店舗設備販売並びに家賃等が含まれており、預り金に

ついては店舗売上金が、それぞれ含まれております。
(注2）取引条件及び取引条件の決定方針等

(1)食材の販売について
食材売上につきましては、市場価格、総原価等を勘案して交渉の上決定しております。

(2)食材の仕入について
食材仕入につきましては、市場価格、総原価等を勘案して交渉の上決定しております。

(3)機材の仕入について
機材仕入につきましては、市場価格を勘案して交渉の上決定しております。

(4)不動産の賃貸について
賃貸料につきましては、市場価格を勘案して交渉の上決定しております。

(5)固定資産の取得について
固定資産の取得につきましては、市場価格を勘案して交渉の上決定しております。

(注3）当社は、株式会社西日本シティ銀行からの借入に対して、当社代表取締役社長 緒方 正憲
より連帯保証を受けております。なお、保証料は支払っておりません。
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報告セグメント

その他

（注）
合計

外食
不動産

賃貸
外販 温泉 衛生 計

直営店舗売上高 178,798 － － － － 178,798 － 178,798

国内食材等売上 663,386 － － － － 663,386 － 663,386

FC事業収入 78,239 － － － － 78,239 － 78,239

海外食材等売上 3,312 － － － － 3,312 － 3,312

海外事業収入 1,886 － － － － 1,886 － 1,886

不動産賃貸収入 184,698 37,243 － － － 221,942 － 221,942

機器売上高 － － － － 15,823 15,823 971 16,794

温泉事業売上高 － － － 70,261 － 70,261 － 70,261

外販事業売上高 － － 44,929 － － 44,929 － 44,929

その他の収入 931 － 1,394 4,601 768 7,696 － 7,696

顧客との契約

から生じる収益
1,111,252 37,243 46,323 74,863 16,592 1,286,275 971 1,287,246

外部顧客への

売上高
1,111,252 37,243 46,323 74,863 16,592 1,286,275 971 1,287,246

【収益認識に関する注記】

(1) 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食店用の厨

房設備の販売等を含んでおります。

(2) 顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約における履行義務の充足の時期及び取引価格の算定方法等については、「個別注

記表　【重要な会計方針】５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。
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当事業年度

契約負債 391千円

１株当たり純資産額 228円02銭

１株当たり当期純損失

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

△13円68銭

－

当期純損失 △83,134千円

普通株主に帰属しない金額

普通株式に係る当期純損失

普通株式の期中平均株式数

－

△83,134千円

6,072,971株

(3) 当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報

①契約負債の残高

　契約負債は以下のとおりであります。

　当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重

要性はありません。なお、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識し

た収益の額には重要性はありません。

②残存履行義務に配分した取引価格

　当事業年度末現在、当社が付与したポイントに係る残存履行義務に配分した取引価格の総

額は391千円であります。当社は、当該残存履行義務について、ポイントが使用される期間

について１年内で収益を認識することを見込んでおります。

【１株当たり情報に関する注記】

（注）１．当事業年度の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在

するものの１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

      ２．１株当たり当期純損失の算定上の基礎は，以下のとおりです。

１株当たり当期純損失
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用　途 場　所 種　類 減 損 損 失

外食事業店舗等 東京都立川市　他
建物・機械及び装置・

工具器具備品・その他
32,733千円

不動産賃貸事業 福岡県田川郡 建物・土地 11,676千円

衛 生 事 業 福岡県　本社 工具器具備品 680千円

【減損損失に関する注記】

　当事業年度において、当社は、以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

　当社は、店舗等については継続的な収支の把握を行っている単位を、遊休資産については

各資産単位を一つの資産グループとしております。

　当事業年度において、主に外食事業及び不動産賃貸事業に係る有形固定資産について、

新型コロナウイルス感染症及びロシアによるウクライナ侵攻による当社の業績への影響を

踏まえた将来の回収可能性を慎重に検討した結果、「固定資産の減損に係る会計基準」に

基づき、減損損失45,089千円を特別損失に計上しております。

　その内訳は、建物31,336千円、機械及び装置823千円、工具器具備品1,406千円、土地

5,896千円及びその他5,626千円であります。

　なお、当該資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しております。

　また、回収可能価額を正味売却価額により測定する場合の時価は、不動産鑑定士から入

手した不動産鑑定評価基準に基づく評価額を使用しております。その他の資産の正味売却

価額は譲渡見込額より算定しており、売却見込がないものは正味売却価額をゼロとしてお

ります。

【重要な後発事象に関する注記】

　該当事項はありません。
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独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

ワイエスフード株式会社

取 締 役 会　  御　中

HLB Meisei 有限責任監査法人

　東京都中央区

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 武 田 　 剛

指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 町 出  知 則

令和４年５月24日

　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ワイエスフ
ード株式会社の令和３年４月１日から令和４年３月31日までの第28期事業年
度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書
及び個別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につ
いて監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認
められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び
損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。

監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に
準拠して監査を行った。監査の基準における当監査法人の責任は、「計算書
類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が
国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、
監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任
は、その他の記載内容を作成し開示することにある。また、監査役及び監査
役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は
含まれておらず、当監査法人はその他の記載内容に対して意見を表明するも
のではない。

計算書類に係る会計監査報告

－ 42 －



　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読
し、通読の過程において、その他の記載内容と計算書類等又は当監査法人が
監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があ
るかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りが
あると判断した場合には、その事実を報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示することにある。これには、
不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す
るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ
る。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算
書類等を作成することが適切であるかどうかを評価し、我が国において一般
に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における
取締役の職務の執行を監視することにある。

計算書類等の監査における監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書
類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な
保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があ
り、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与える
と合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従っ
て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心
を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重

要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の
選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分
かつ適切な監査証拠を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するため
のものではないが、監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた
適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。
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・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によ
って行われた会計上の見積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評
価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるか
どうか、また、入手した監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義
を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるか
どうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる
場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起するこ
と、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合
は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められてい
る。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいてい
るが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる
可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる企業会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事

項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎と

なる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施
時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要
な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を
行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国におけ
る職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与
えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセ
ーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定によ
り記載すべき利害関係はない。

　以　上
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監　査　報　告　書

　当監査役会は、令和３年４月1日から令和４年３月31日までの第28期事業
年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ
き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査

の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監
査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明
を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の
方針、職務の分担等に従い、電話回線又はインターネット等を経由し
た手段も活用しながら、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意
思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、
以下の方法で監査を実施しました。
①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその

職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重
要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適
合することを確保するための体制の適正を確保するために必要なも
のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整
備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されてい
る体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からそ
の構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて
説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適切な監査を実施してい
るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行
状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、
会計監査人から「職務の執行が適正に行なわれることを確保するた
めの体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関
する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従っ
て整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。
なお、監査上の主要な検討事項については、HLB Meisei有限責任監
査法人と協議を行うとともに、その監査実施状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細
書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別
注記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告
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２. 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムの構築・運用状況についても、

経営環境の変化に対応した取組みが継続的に行われており、事業報

告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき重大

な事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人HLB Meisei 有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当

であると認めます。

令和４年５月27日

ワイエスフード株式会社　監査役会

常勤監査役　森　　　弘　之　㊞

監　査　役　杉　山　耕　司　㊞

社外監査役　田　吹　多　祥　㊞

社外監査役　市　川　琢　也　㊞

以　上
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現　行　定　款 変　更　案

第17条（株主総会参考書類等のインターネッ
ト開示とみなし提供）

【削除】

当会社は、株主総会の招集に際し、株主総会
参考書類、事業報告、計算書類および連結計
算書類に記載または表示をすべき事項に係る
情報を法務省令の定めるところに従い、イン
ターネットを利用する方法で開示することに
より、株主に対して提供したものとみなすこ
とができる。

　　　　　　　　【新　設】 第17条（電子提供措置等）
　当会社は、株主総会の招集に際し、株主総
会参考書類等の内容である情報について、電
子提供措置をとるものとする。
２ 当会社は、電子提供措置をとる事項のうち
法務省令で定めるものの全部または一部につ
いて、議決権の基準日までに書面交付請求し
た株主に対して交付する書面に記載しないこ
とができる。

株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案 定款一部変更の件
１. 変更の理由

「会社法の一部を改正する法律」（令和元年法律第70号）附則第１条ただし書き

に規定する改正規定が2022年9月1日に施行されますので、株主総会資料の電子提

供制度導入に備えるため、次のとおり当社定款を変更するものであります。

(１) 変更案第17条第１項は、株主総会参考書類等の内容である情報について、

電子提供措置をとる旨を定めるものであります。

(２) 変更案第17条第２項は、書面交付請求をした株主に交付する書面に記載す

る事項の範囲を限定するための規定を設けるものであります。

(３) 株主総会参考書類等のインターネット開示とみなし提供の規定（現行定款

第17条）は不要となるため、これを削除するものであります。

(４) 上記の新設・削除に伴い、効力発生日等に関する附則を設けるものであり

ます。

２. 変更の内容
変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部分は変更箇所）
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現　行　定　款 変　更　案

　　 　　　　　　【新　設】
（附則）

１．現行定款第17条（株主総会参考書類等の
インターネット開示とみなし提供）の削
除および変更案第 17条（電子提供措置
等）の新設は、会社法の一部を改正する
法律（令和元年法律第 70 号）附則第１
条ただし書きに規定する改正規定の施行
の日（以下「施行日」という）から効力
を生ずるものとする。

２．前項の規定にかかわらず、施行日から６
か月以内の日を株主総会の日とする株主
総会については、現行定款第17条はなお
効力を有する。

３．本附則は、施行日から６か月を経過した
日または前項の株主総会の日から３か月
を経過した日のいずれか遅い日後にこれ
を削除する。
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候補者
番号

ふ り が な
氏　　　名

（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

１

お

緒
がた

方

 

　
まさ

正
のり

憲
（昭和44年11月24日)

平成６年５月 当社取締役副社長

平成13年４月 当社取締役副社長兼経営管理本部長兼総務部長

平成19年６月 当社代表取締役社長

令和２年９月 当社代表取締役社長兼生産開発本部長(現任)
148,600株

（重要な兼職の状況）

Japan Traditionals Sp.z.o.o　取締役

２

なか

中
い

井
がわ

川 
しゅん

俊
いち

一
（昭和38年４月16日)

昭和63年４月 ワールド証券㈱（現SBI証券㈱）入社

平成８年６月 ㈱エイチ・アイ・エス  入社

平成11年２月 スカイマークエアラインズ㈱ 経営企画室長

平成13年５月 同社  営業本部長

平成14年３月 同社  社長室長

平成14年９月 ㈱バリュークリエーション  専務取締役

平成16年３月 同社  代表取締役

平成19年２月 澤田ホールディングス㈱  取締役

平成19年４月 エイチ・エス証券㈱  取締役

平成19年６月 同社  専務取締役

平成19年６月 澤田ホールディングス㈱  常務取締役

平成19年11月 エイチ・エス証券㈱  代表取締役専務

平成20年１月 H.S. International (Asia) Limited 取締役

平成20年２月 ラオックス㈱  取締役

平成21年11月 エイチ・エス証券㈱  代表取締役社長

平成21年12月 ㈱アスコット  取締役（社外取締役）

平成25年１月 エイチ・エス証券㈱  取締役

平成25年１月 ㈱アスコット  代表取締役会長

平成26年６月 ㈱外為どっとコム  取締役

平成27年12月 ㈱インデックス（現iXIT㈱）取締役

平成28年４月 ㈱インデックス（現iXIT㈱）代表取締役社長

平成28年４月 ㈱アスコット  取締役会長

平成29年６月 澤田ホールディングス㈱  取締役

平成29年11月 ㈱Last Roots 取締役

平成31年４月 飯綱東高原観光開発㈱  取締役

令和３年２月 ラス・カーズ・キャピタル㈱

代表取締役社長（現任）

令和３年６月 ㈱広済堂ホールディングス

                 社外取締役(現任)

令和３年６月 当社取締役会長（現任）

－株

第２号議案 取締役６名選任の件
　取締役全員（６名）は、本総会終結の時をもって任期満了となります。つきま
しては、取締役６名の選任をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番号

ふ り が な
氏　　　名

（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

３

※１
もと

本
せ

瀨

 

　
けん

建
(昭和50年２月11日)

平成21年２月 ㈱フルスピード　社長室兼経営企画室長

平成23年９月 ㈱RJCリサーチ　取締役会長

平成26年８月 ハイブリッド・サービス㈱

（現ピクセルカンパニーズ㈱）取締役

平成26年９月 同社　取締役管理本部長

平成27年１月 同社　取締役コーポレート本部長

平成27年４月 同社　取締役副社長兼

コーポレート本部長

平成28年４月 中央電子工業㈱　取締役

海泊力国際貿易(上海)有限公司 董事

平成28年８月 LT Game Japan㈱　取締役

平成30年３月 ピクセルカンパニーズ㈱

取締役ブロックチェーン事業部長

平成31年４月 サイブリッジグループ㈱

統括本部長

令和元年６月 ㈱fonfun　取締役

令和２年６月 未来科学㈱ 代表取締役（現任）

令和２年９月 当社取締役副社長兼経営戦略室室長

（現任）

－株

４

なか

中
はら

原

 

　
まこと

真
(昭和53年７月13日)

平成９年４月 日本電信電話㈱　入社

平成14年４月 ㈱イー・キュー・ジャパン 入社

平成21年５月 ㈱フルスピード　入社

平成23年10月 ㈱RJCリサーチ　入社

平成26年12月 ハイブリッド・サービス㈱

（現：ピクセルカンパニーズ㈱）入社

平成27年４月 同社　コーポレート本部　管理部長

平成28年４月 同社　コーポレート本部　管理部

総務人事担当部長

平成30年４月 同社　管理本部　総務人事担当部長

令和２年９月 当社　取締役 衛生事業本部長（現任）

－株
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候補者
番号

ふ り が な
氏　　　名

（生 年 月 日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 及 び 担 当
（ 重  要  な  兼  職  の  状  況 ）

所有する
当 社 の
株 式 数

５

　※２
かみ

紙
た

田

 

　
たく

拓
や

弥

（昭和51年１月31日）

平成11年４月 ㈱オージス総研　入社

平成16年５月 ㈱アライドテレシス開発センター 入社

平成23年１月 アライドテレシス㈱　入社

平成27年６月 デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱　入社

平成28年４月 同社　ソリューションサービス本部

第二システム開発部/部長

平成29年４月 同社　ソリューションサービス本部

第二ソリューション開発部/部長

平成29年５月 ㈱L.I.T　代表取締役（現任）

平成30年４月 デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム㈱

プロダクト開発本部

アカウントビジネス開発部/部長

平成31年４月 同社　プロダクト開発本部

第一ソリューション開発部/部長

平成31年４月 ㈱K.I.T　代表取締役（現任）

令和元年10月 IMTジャパン㈱　代表取締役（現任）

令和３年６月 当社社外取締役（現任）

27,200株

６

はま

濱
さき

﨑

 

　
ひろ

祐
かず

和

（昭和57年２月26日）

平成16年４月 当社入社（経理部配属）

平成26年７月 当社管理本部　課長

平成27年４月 当社経理部　部長代理

平成29年４月 当社経理部　部長

令和２年９月 当社取締役管理本部長

令和３年６月 当社常務取締役管理本部長（現任）

900株

（注）１. 本瀨　建氏は、当社の特定関係事業者（主要な取引先）である未来科学株式会社の
代表取締役であり、上記「略歴、当社における地位及び担当（重要な兼職の状
況）」欄に記載のとおりであります。
その他、各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

２. 紙田 拓弥氏は、社外取締役候補者であります。
紙田 拓弥氏を社外取締役候補者にした理由及び期待される役割の概要は、当社が今
後、戦略的デジタルトランスフォーメーションを推進するにあたり、企業ブランディ
ング、グローバルビジネスやデジタルマーケティングに関する豊富な経験と幅広い知
見を有しており、専門家としての見地から経営に対する助言・提案を頂けるものと判
断し、社外取締役候補者といたしました。
紙田 拓弥氏は、株式会社K.I.T、株式会社L.I.TおよびIMTジャパン株式会社の代表取
締役であり、当社は、株式会社K.I.Tとの間でシステムに関する取引実績があります
が、その額は僅少（当社の売上高の1.0％未満）であり、特別な関係はありません。

３. 当社は、会社法第430条の3第1項に規定する役員等賠償責任保険契約を保険会社との
間で締結し、株主や第三者等から損害賠償請求を提起された場合において、被保険
者が負担することになる損害賠償金・争訟費用等の損害を当該保険契約により塡補
することとしています。候補者は、当該保険契約の被保険者に含められることとな
ります。また、次回更新時には同程度の内容での更新を予定しています。

以　上
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株主総会会場ご案内図
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